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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】回路規模の増大を抑えて、減衰傾度を急峻にす
ることが可能なフィルタ回路、及びこのフィルタ回路を
含む受信装置を提供する。
【解決手段】第１フィルタ６により、所望のチャネルの
周波数帯域を通過域に含むバンドパス特性にて周波数信
号に対してフィルタリングを行って通過周波数信号を得
て、第２のフィルタ７により、この通過周波数信号に対
して所望のチャネルに隣接するチャネルの周波数帯域を
減衰域に含むフィルタ特性にてフィルタリングを行う。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　夫々周波数帯域が異なる複数のチャネル各々に対応した信号成分が含まれている周波数
信号から、所望のチャネルに対応した信号成分を抽出するフィルタ回路であって、
　前記所望のチャネルの周波数帯域を通過域に含むバンドパス特性にて前記周波数信号に
対してフィルタリングを行って通過周波数信号を得る第１フィルタと、
　前記所望のチャネルに隣接するチャネルの周波数帯域を減衰域に含むフィルタ特性にて
前記通過周波数信号に対してフィルタリングを行って前記所望のチャネルに対応した信号
成分を出力する第２フィルタと、を有することを特徴とするフィルタ回路。
【請求項２】
　前記第２フィルタは、前記隣接するチャネルの中心周波数で最大の減衰量となるフィル
タ特性を有するノッチフィルタであることを特徴とする請求項１記載のフィルタ回路。
【請求項３】
　前記第２フィルタは、カットオフ周波数が前記第１フィルタの減衰域内にあるフィルタ
特性を有するローパスフィルタ又はハイパスフィルタであることを特徴とする請求項１に
記載のフィルタ回路。
【請求項４】
　前記第２フィルタは、前記第１フィルタの通過域の中心周波数とは異なる周波数を中心
とした、前記第１フィルタの通過域と等しい帯域幅のバンドパス特性を有するバンドパス
フィルタであることを特徴とする請求項１に記載のフィルタ回路。
【請求項５】
　前記第１及び第２フィルタは共に、抵抗、コンデンサ及びオペアンプからなる能動型フ
ィルタであり、
　前記第２フィルタに含まれる前記オペアンプのバイアス電流は、前記第１フィルタに含
まれる前記オペアンプのバイアス電流よりも小であることを特徴とする請求項１～４のい
ずれか１に記載のフィルタ回路。
【請求項６】
　前記第２フィルタに含まれる前記抵抗及びコンデンサによる時定数は、前記第１フィル
タに含まれる前記抵抗及びコンデンサによる時定数よりも小であることを特徴とする請求
項５に記載のフィルタ回路。
【請求項７】
　前記第１フィルタは、ベッセル型のバンドパスフィルタであることを特徴とする請求項
１～６のいずれか１に記載のフィルタ回路。
【請求項８】
　前記第１フィルタは、前記所望のチャネルの周波数帯域よりも広い前記通過域を有し、
前記所望のチャネル及び前記隣接するチャネルに対応した信号成分を抽出することを特徴
とする請求項１～７のいずれか１に記載のフィルタ回路。
【請求項９】
　夫々周波数帯域が異なる複数のチャネルを含む無線放送波を受信して得られた高周波信
号に、互いに９０度の位相差を有する第１及び第２の局部発振信号を夫々混合することに
より第１及び第２の周波数信号を生成するミキサと、前記第１及び第２の周波数信号から
所望のチャネルに対応した中間周波信号を抽出するフィルタ回路と、を含む受信装置であ
って、
　前記フィルタ回路は、前記所望のチャネルの周波数帯域を含む通過域を有するバンドパ
ス特性にて前記第１及び第２の周波数信号に対して複素フィルタリングを行って通過周波
数信号を得る複素バンドパスフィルタと、
　前記所望のチャネルに隣接するチャネルの周波数帯域を減衰域に含むフィルタ特性にて
前記通過周波数信号に対してフィルタリングを行って前記中間周波信号を出力する実フィ
ルタと、を有することを特徴とする受信装置。
【請求項１０】
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　前記実フィルタは、前記隣接するチャネルの中心周波数で最大の減衰量となるフィルタ
特性を有するノッチフィルタであることを特徴とする請求項９記載の受信装置。
【請求項１１】
　前記実フィルタは、カットオフ周波数が前記複素バンドパスフィルタの減衰域内にある
フィルタ特性を有するローパスフィルタ又はハイパスフィルタであることを特徴とする請
求項９に記載の受信装置。
【請求項１２】
　前記実フィルタは、前記複素バンドパスフィルタの通過域の中心周波数とは異なる周波
数を中心とした、前記複素バンドパスフィルタの通過域と等しい帯域幅のバンドパス特性
を有するバンドパスフィルタであることを特徴とする請求項９に記載の受信装置。
【請求項１３】
　前記複素バンドパスフィルタ及び前記実フィルタは共に、抵抗、コンデンサ及びオペア
ンプからなる能動型フィルタであり、
　前記実フィルタに含まれる前記オペアンプのバイアス電流は、前記複素バンドパスフィ
ルタに含まれる前記オペアンプのバイアス電流よりも小であることを特徴とする請求項９
～１２のいずれか１に記載の受信装置。
【請求項１４】
　前記実フィルタに含まれる前記抵抗及びコンデンサによる時定数は、前記複素バンドパ
スフィルタに含まれる前記抵抗及びコンデンサによる時定数よりも小であることを特徴と
する請求項１３に記載の受信装置。
【請求項１５】
　前記複素バンドパスフィルタは、ベッセル型のバンドパスフィルタであることを特徴と
する請求項９～１４のいずれか１に記載の受信装置。
【請求項１６】
　前記第１フィルタは、前記所望のチャネルの周波数帯域よりも広い前記通過域を有し、
前記所望のチャネル及び前記隣接するチャネルに対応した信号成分を抽出することを特徴
とする請求項９～１５のいずれか１に記載の受信装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、周波数信号から所望チャネルに対応した信号成分を抽出するフィルタ回路及
びこのフィルタ回路を含む受信装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　受信した電波を一旦、中間周波数帯域の信号に変換するスーパーヘテロダイン方式の受
信装置が知られている。また、スーパーヘテロダイン方式を採用した場合に問題となるイ
メージ信号を除去する為に、中間周波段のフィルタとして、複素バンドパスフィルタを用
いた受信装置が知られている（例えば、特許文献１参照）。複素バンドパスフィルタは、
互いに９０度の位相差を持つ中間周波信号であるＱ信号及びＩ信号を入力とし、所望のバ
ンドパス特性によって希望波を通過させ且つ妨害波を減衰させるものである。
【０００３】
　ところで、良好な受信性能を得るべく、複素バンドパスフィルタとしては、イメージ波
又は隣接チャネル等の不要な帯域の信号を減衰させる減衰傾度が急峻なものが望まれてい
る。しかしながら、減衰傾度を急峻にするにはフィルタの次数を増やす必要があり、その
分だけ回路規模が大となる。特に、複素バンドパスフィルタは、Ｑ信号及Ｉ信号各々に対
応した２系統分のフィルタから構成（例えば、特許文献２参照）されるので、次数の増加
に伴う回路規模の増加量が大となる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
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【特許文献１】特開２００４－５１５１０４号公報
【特許文献２】特開２００８－２０５９６２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、回路規模の増大を抑えて、減衰傾度を急峻にすることが可能なフィルタ回路
、及びこのフィルタ回路を含む受信装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明に係るフィルタ回路は、夫々周波数帯域が異なる複数のチャネル各々に対応した
信号成分が含まれている周波数信号から、所望のチャネルに対応した信号成分を抽出する
フィルタ回路であって、前記所望のチャネルの周波数帯域を通過域に含むバンドパス特性
にて前記周波数信号に対してフィルタリングを行って通過周波数信号を得る第１フィルタ
と、前記所望のチャネルに隣接するチャネルの周波数帯域を減衰域に含むフィルタ特性に
て前記通過周波数信号に対してフィルタリングを行って前記所望のチャネルに対応した信
号成分を出力する第２フィルタと、を有する。
【０００７】
　また、本発明に係る受信装置は、夫々周波数帯域が異なる複数のチャネルを含む無線放
送波を受信して得られた高周波信号に、互いに９０度の位相差を有する第１及び第２の局
部発振信号を夫々混合することにより第１及び第２の周波数信号を生成するミキサと、前
記第１及び第２の周波数信号から所望のチャネルに対応した中間周波信号を抽出するフィ
ルタ回路と、を含む受信装置であって、前記フィルタ回路は、前記所望のチャネルの周波
数帯域を含む通過域を有するバンドパス特性にて前記第１及び第２の周波数信号に対して
複素フィルタリングを行って通過周波数信号を得る複素バンドパスフィルタと、前記所望
のチャネルに隣接するチャネルの周波数帯域を減衰域に含むフィルタ特性にて前記通過周
波数信号に対してフィルタリングを行って前記中間周波信号を出力する実フィルタと、を
有する。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】本発明に係るフィルタ回路が含まれる受信装置の構成を示すブロック図である。
【図２】複素ＢＰＦ６の内部構成の一例を示す回路図である。
【図３】複素ＢＰＦ６及び実フィルタ７（ノッチフィルタ）のフィルタ特性、並びに中間
周波フィルタとしてのフィルタ特性の一例を示す図である。
【図４】ノッチフィルタとしての実フィルタ７の構成の一例を示す回路図である。
【図５】ローパスフィルタとしての実フィルタ７の構成の一例を示す回路図である。
【図６】複素ＢＰＦ６及び実フィルタ７（ローパスフィルタ）のフィルタ特性、並びに中
間周波フィルタとしてのフィルタ特性の一例を示す図である。
【図７】バンドパスフィルタとしての実フィルタ７の構成の一例を示す回路図である。
【図８】複素ＢＰＦ６及び実フィルタ７（バンドパスフィルタ）のフィルタ特性、並びに
中間周波フィルタとしてのフィルタ特性の一例を示す図である。
【図９】複素ＢＰＦ６及び実フィルタ７（ノッチフィルタ）のフィルタ特性、並びに中間
周波フィルタとしてのフィルタ特性の他の一例を示す図である。
【図１０】複素ＢＰＦ６及び実フィルタ７（ハイパスフィルタ）のフィルタ特性、並びに
中間周波フィルタとしてのフィルタ特性の他の一例を示す図である。
【図１１】複素ＢＰＦ６及び実フィルタ７（バンドパスフィルタ）のフィルタ特性、並び
に中間周波フィルタとしてのフィルタ特性の他の一例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　図１は、本発明に係るフィルタ回路が含まれる受信装置の構成を示すブロック図である
。図１に示すように、かかる受信装置は、アンテナ１、低雑音アンプ２、ミキサ３及び４
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、局部発振器５、複素バンドパスフィルタ６（以下、複素ＢＰＦ６と称する）、実フィル
タ７及び復調回路８を含む。
【００１０】
　図１において、アンテナ１は、送信装置（図示せぬ）から送信されてきた、夫々周波数
帯域が異なる複数のチャネル各々に対応した信号成分が含まれている無線放送波を受信す
る。そして、アンテナ１は、かかる無線放送波を受信して得られた高周波信号を低雑音ア
ンプ２に供給する。低雑音アンプ２は、かかる高周波信号を増幅して得られた増幅受信信
号ＲＦをミキサ３及び４に供給する。局部発振器５は、受信を希望する所望チャネルに対
応した周波数よりも中間周波数ｆｃ分だけ低い周波数を有し、且つ互いに９０度の位相差
を有する局部発振信号ＦＬ１及びＦＬ２を生成する。局部発振器５は、この局部発振信号
ＦＬ１をミキサ３に供給すると共に、局部発振信号ＦＬ２をミキサ４に供給する。
【００１１】
　ミキサ３は、増幅受信信号ＲＦに局部発振信号ＦＬ１を混合することにより、上記した
高周波信号よりも周波数が低く且つ互いに極性が異なる中間周波信号ＩP及びＩNを生成し
、これらを複素ＢＰＦ６に供給する。ミキサ４は、増幅受信信号ＲＦに局部発振信号ＦＬ
２を混合することにより、上記した中間周波信号ＩPの位相を９０度だけずらした中間周
波信号ＱPと、中間周波信号ＩNの位相を９０度だけずらした中間周波信号ＱNとを生成し
、これらを複素ＢＰＦ６に供給する。すなわち、ミキサ３及び４は、互いに９０度の位相
差を有する中間周波信号（ＩP，ＩN）及び（ＱP，ＱN）を複素ＢＰＦ６に供給する。
【００１２】
　複素ＢＰＦ６は、例えば図２に示す如き回路構成を有するベッセル型のバンドパスフィ
ルタである。
【００１３】
　図２に示す如く、複素ＢＰＦ６は、抵抗６０１～６０８、単位フィルタモジュール６１
及び６２からなる複素型フィルタＦ１と、抵抗６０９～６１６、単位フィルタモジュール
６３及び６４からなる複素型フィルタＦ２と、抵抗６１７～６２４、単位フィルタモジュ
ール６５及び６６からなる複素型フィルタＦ３と、を縦列接続した３次のフィルタである
。
【００１４】
　単位フィルタモジュール６１～６６の各々は同一の内部構成を有し、夫々オペアンプＡ
Ｐ、抵抗Ｒ１及びＲ２、コンデンサＣ１及びＣ２を含む能動型のフィルタモジュールであ
る。すなわち、単位フィルタモジュール６１～６６の各々における差動入力差動出力型の
オペアンプＡＰの反転入力端子には抵抗Ｒ１及びコンデンサＣ１各々の一端が接続されて
おり、オペアンプＡＰの非反転出力端子には、これら抵抗Ｒ１及びコンデンサＣ１各々の
他端が接続されている。また、オペアンプＡＰの非反転入力端子には抵抗Ｒ２及びコンデ
ンサＣ２各々の一端が接続されており、オペアンプＡＰの反転出力端子には、これら抵抗
Ｒ２及びコンデンサＣ２各々の他端が接続されている。
【００１５】
　ここで、ミキサ３から供給された中間周波信号ＩP及びＩNの内のＩPは、抵抗６０１を
介して、単位フィルタモジュール６１のオペアンプＡＰの反転入力端子に供給され、中間
周波信号ＩNは、抵抗６０２を介して、単位フィルタモジュール６１のオペアンプＡＰの
非反転入力端子に供給される。また、ミキサ３から供給された中間周波信号ＱP及びＱNの
内のＱPは、抵抗６０３を介して、単位フィルタモジュール６２のオペアンプＡＰの反転
入力端子に供給され、中間周波信号ＱNは、抵抗６０４を介して、単位フィルタモジュー
ル６２のオペアンプＡＰの非反転入力端子に供給される。単位フィルタモジュール６１の
オペアンプＡＰの非反転入力端子と、単位フィルタモジュール６２のオペアンプＡＰの非
反転出力端子とが、抵抗６０５を介して接続されている。単位フィルタモジュール６１の
オペアンプＡＰの反転入力端子と、単位フィルタモジュール６２のオペアンプＡＰの反転
出力端子とが、抵抗６０６を介して接続されている。単位フィルタモジュール６２のオペ
アンプＡＰの反転入力端子と、単位フィルタモジュール６１のオペアンプＡＰの非反転出
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力端子とが、抵抗６０７を介して接続されている。単位フィルタモジュール６２のオペア
ンプＡＰの非反転入力端子と、単位フィルタモジュール６１のオペアンプＡＰの反転出力
端子とが、抵抗６０８を介して接続されている。
【００１６】
　また、単位フィルタモジュール６１のオペアンプＡＰの非反転出力端子は、抵抗６０９
を介して、単位フィルタモジュール６３のオペアンプＡＰの反転入力端子に接続されてい
る。単位フィルタモジュール６１のオペアンプＡＰの反転出力端子は、抵抗６１０を介し
て、単位フィルタモジュール６３のオペアンプＡＰの非反転入力端子に接続されている。
単位フィルタモジュール６２のオペアンプＡＰの非反転出力端子は、抵抗６１１を介して
、単位フィルタモジュール６４のオペアンプＡＰの反転入力端子に接続されている。単位
フィルタモジュール６２のオペアンプＡＰの反転出力端子は、抵抗６１２を介して、単位
フィルタモジュール６４のオペアンプＡＰの非反転入力端子に接続されている。
【００１７】
　また、単位フィルタモジュール６３のオペアンプＡＰの非反転入力端子と、単位フィル
タモジュール６４のオペアンプＡＰの非反転出力端子とが、抵抗６１３を介して接続され
ている。単位フィルタモジュール６３のオペアンプＡＰの反転入力端子と、単位フィルタ
モジュール６４のオペアンプＡＰの反転出力端子とが、抵抗６１４を介して接続されてい
る。単位フィルタモジュール６４のオペアンプＡＰの反転入力端子と、単位フィルタモジ
ュール６３のオペアンプＡＰの非反転出力端子とが、抵抗６１５を介して接続されている
。単位フィルタモジュール６４のオペアンプＡＰの非反転入力端子と、単位フィルタモジ
ュール６３のオペアンプＡＰの反転出力端子とが、抵抗６１６を介して接続されている。
【００１８】
　また、単位フィルタモジュール６３のオペアンプＡＰの非反転出力端子は、抵抗６１７
を介して、単位フィルタモジュール６５のオペアンプＡＰの非反転入力端子に接続されて
いる。単位フィルタモジュール６３のオペアンプＡＰの反転出力端子は、抵抗６１８を介
して、単位フィルタモジュール６５のオペアンプＡＰの非反転入力端子に接続されている
。単位フィルタモジュール６４のオペアンプＡＰの非反転出力端子は、抵抗６１９を介し
て、単位フィルタモジュール６６のオペアンプＡＰの非反転入力端子に接続されている。
単位フィルタモジュール６４のオペアンプＡＰの反転出力端子は、抵抗６２０を介して、
単位フィルタモジュール６６のオペアンプＡＰの非反転入力端子に接続されている。　ま
た、単位フィルタモジュール６５のオペアンプＡＰの非反転入力端子と、単位フィルタモ
ジュール６６のオペアンプＡＰの非反転出力端子とが、抵抗６２１を介して接続されてい
る。単位フィルタモジュール６５のオペアンプＡＰの反転入力端子と、単位フィルタモジ
ュール６６のオペアンプＡＰの反転出力端子とが、抵抗６２２を介して接続されている。
単位フィルタモジュール６６のオペアンプＡＰの反転入力端子と、単位フィルタモジュー
ル６５のオペアンプＡＰの非反転出力端子とが、抵抗６２３を介して接続されている。単
位フィルタモジュール６６のオペアンプＡＰの非反転入力端子と、単位フィルタモジュー
ル６５のオペアンプＡＰの反転出力端子とが、抵抗６２４を介して接続されている。
【００１９】
　上記した構成により、複素ＢＰＦ６は、中間周波信号（ＩP,ＩN,ＱP,ＱN）中に重畳し
ている不要なチャネルの信号成分及びイメージ信号を除去しつつ、この中間周波信号（Ｉ

P,ＩN,ＱP,ＱN）中から受信希望する所望のチャネルに対応した帯域の信号を抽出する。
この際、複素ＢＰＦ６は、この抽出した受信希望チャネルに対応した帯域の信号を中間周
波信号ＢPとして、単位フィルタモジュール６５のオペアンプＡＰの非反転出力端子から
送出する。更に、複素ＢＰＦ６は、かかる中間周波信号ＢPの極性を反転させた中間周波
信号ＢNを、単位フィルタモジュール６５のオペアンプＡＰの反転出力端子から送出する
。
【００２０】
　例えば、図３に示すように中間周波信号（ＩP,ＩN,ＱP,ＱN）中には、受信を希望する
チャネルＣＨ１に対応した信号成分の他に、このチャネルＣＨ１に隣接するチャネルＣＨ
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２及びＣＨ３各々に対応した信号成分が重畳している。この際、複素ＢＰＦ６は、図３に
示す如き、受信希望チャネルＣＨ１の中心周波数ｆｃ１を中心とする帯域ＷＴの信号成分
を通過させるべきフィルタ特性Ｇ１を有する。この際、受信希望チャネルＣＨ１における
群遅延偏差を小さくすべく、複素ＢＰＦ６のフィルタ特性Ｇ１における通過域の帯域ＷＴ
としては、受信希望チャネルＣＨ１の周波数帯域よりも広い帯域幅を設定しても良い。尚
、受信希望チャネルＣＨ１の幅よりも広い帯域ＷＴを設定した場合、本来はノイズとなる
為、除去すべき隣接するチャネルＣＨ２の信号を通過させることになる。
【００２１】
　複素ＢＰＦ６は、かかるフィルタ特性Ｇ１にて、中間周波信号（ＩP,ＩN,ＱP,ＱN）中
の信号成分を通過させた通過周波数信号を、中間周波信号ＢP及びＢNとして次段の実フィ
ルタ７に供給する。
【００２２】
　実フィルタ７は、例えば図４に示す如き回路構成を有するノッチフィルタである。
【００２３】
　図４に示す如く、ノッチフィルタとしての実フィルタ７は、単位フィルタモジュール７
１～７３、抵抗７０１～７１０からなる。尚、単位フィルタモジュール７１は、上記した
単位フィルタモジュール６１～６６と同一の内部回路構成、つまり、オペアンプＡＰ、抵
抗Ｒ１及びＲ２、コンデンサＣ１及びＣ２からなる能動型のフィルタモジュールである。
また、単位フィルタモジュール７２は、オペアンプＡＰ１と、このＡＰ１の反転入力端子
及び非反転出力端子に接続されているコンデンサＣ３と、ＡＰ１の非反転入力端子及び反
転出力端子に接続されているコンデンサＣ４と、からなる。また、単位フィルタモジュー
ル７３は、オペアンプＡＰ２と、このＡＰ２の反転入力端子及び非反転出力端子に接続さ
れている抵抗Ｒ３と、ＡＰ２の非反転入力端子及び反転出力端子に接続されている抵抗Ｒ
４と、からなる。尚、実フィルタ７を形成する単位フィルタモジュール７１～７３各々に
含まれるオペアンプＡＰ、ＡＰ１及びＡＰ２としては、複素ＢＰＦ６を形成する単位フィ
ルタモジュール６１～６６各々に含まれるオペアンプＡＰよりもバイアス電流の高い高速
なものが用いられる。すなわち、複素ＢＰＦ６に含まれるオペアンプＡＰは、実フィルタ
７に含まれるオペアンプＡＰ、ＡＰ１及びＡＰ２に比して小さなバイアス電流で動作する
低速なものが用いられる。また、実フィルタ７に含まれるオペアンプは複素ＢＰＦ６に含
まれるオペアンプよりも高速な信号を扱う。よって、実フィルタ７に含まれる抵抗及びコ
ンデンサによる時定数は、複素ＢＰＦ６に含まれる抵抗及びコンデンサによる時定数より
も小である。すなわち、実フィルタ７では、複素ＢＰＦ６に比べて小さな時定数を担う、
比較的小さな形成面積を有する抵抗及びコンデンサが用いられている。
【００２４】
　ここで、複素ＢＰＦ６から供給された中間周波信号ＢP及びＢNの内のＢPは、抵抗７０
１を介して単位フィルタモジュール７１のオペアンプＡＰの反転入力端子に供給されると
共に、抵抗７０７を介して単位フィルタモジュール７３のオペアンプＡＰ２の反転入力端
子に供給される。また、中間周波信号ＢNは、抵抗７０２を介して単位フィルタモジュー
ル７１のオペアンプＡＰの非反転入力端子に供給されると共に、抵抗７０８を介して単位
フィルタモジュール７３のオペアンプＡＰ２の非反転入力端子に供給される。単位フィル
タモジュール７１のオペアンプＡＰの非反転出力端子は、抵抗７０３を介して単位フィル
タモジュール７２のオペアンプＡＰ１の反転入力端子に接続されていると共に、抵抗７１
０を介して単位フィルタモジュール７３のオペアンプＡＰ２の反転入力端子に接続されて
いる。単位フィルタモジュール７１のオペアンプＡＰの反転出力端子は、抵抗７０４を介
して単位フィルタモジュール７２のオペアンプＡＰ１の非反転入力端子に接続されている
と共に、抵抗７０９を介して単位フィルタモジュール７３のオペアンプＡＰ２の非反転入
力端子に接続されている。単位フィルタモジュール７２のオペアンプＡＰ１の反転出力端
子と、単位フィルタモジュール７１のオペアンプＡＰの反転入力端子とが、抵抗７０５を
介して接続されている。また、単位フィルタモジュール７２のオペアンプＡＰ１の非反転
出力端子と、単位フィルタモジュール７１のオペアンプＡＰの非反転入力端子とが、抵抗
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７０６を介して接続されている。
【００２５】
　上記した構成により、実フィルタ７は、図３に示すように、受信希望チャネルＣＨ１に
隣接（高域側）するチャネルＣＨ２の中心周波数ｆｃ２で減衰量が最大、例えば１０ｄＢ
落ちとなるフィルタ特性Ｇ２にて、前段の複素ＢＰＦ６から供給された中間周波信号（Ｂ

P，ＢN）に対してフィルタリングを行う。尚、実フィルタ７は、かかるチャネルＣＨ２よ
りも更に高域側に隣接するチャネルＣＨ３の中心周波数ｆｃ３で減衰量が最大となるフィ
ルタ特性で、中間周波信号（ＢP，ＢN）に対してフィルタリングを行うようにしても良い
。そして、実フィルタ７は、かかるフィルタリングによって得られた中間周波信号ＪPを
、単位フィルタモジュール７３のオペアンプＡＰ２の非反転出力端子から送出する。更に
、実フィルタ７は、この中間周波信号ＪPの極性を反転させた中間周波信号ＪNを、単位フ
ィルタモジュール７３のオペアンプＡＰ２の反転出力端子から送出する。
【００２６】
　従って、複素ＢＰＦ６及び実フィルタ７を直列に接続してなる中間周波フィルタは、複
素ＢＰＦ６のフィルタ特性Ｇ１と実フィルタ７のフィルタ特性Ｇ２とを合成させた、図３
に示す如きフィルタ特性Ｇ３にて、ミキサ（３，４）から供給された中間周波信号（ＩP,
ＩN,ＱP,ＱN）に対してフィルタリングを行うことになる。この際、図３に示すように、
フィルタ特性Ｇ３における低域側減衰域ＣＡ１及び通過域ＣＡ２での特性は、複素ＢＰＦ
６によるフィルタ特性Ｇ１の低域側減衰域ＣＡ１及び通過域ＣＡ２での特性と等しい。し
かしながら、実フィルタ７を設けたことにより、フィルタ特性Ｇ３の高域側減衰域ＣＡ３
では、図３に示す如くフィルタ特性Ｇ１の高域側減衰域ＣＡ３よりも急峻な減衰傾度とな
る。これにより、受信希望チャネルＣＨ１の高域側に隣接するチャネルＣＨ２からの妨害
を確実に除去することが可能となる。
【００２７】
　複素ＢＰＦ６及び実フィルタ７からなる中間周波フィルタは、上記したフィルタリング
によって得られた中間周波信号ＪP及びＪNを復調回路８に供給する。
【００２８】
　復調回路８は、中間周波信号ＪP及びＪNに対して復調を施すことにより、無線送信され
た情報データを復元する。
【００２９】
　このように、図１に示す受信装置では、無線送信されてきた高周波信号をこの高周波信
号よりも低い周波数の中間周波信号に変換して復調処理を行うにあたり、２入力２出力の
複素ＢＰＦ６及び１入力１出力の実フィルタ７を縦列に接続してなる中間周波フィルタに
よって、受信希望チャネルの信号成分のみを抽出するようにしている。
【００３０】
　ここで、かかる中間周波フィルタでは、複素ＢＰＦ６としてベッセル型のフィルタを採
用しているので、イメージ信号の除去が為されると共に、通過帯域での群遅延偏差を小さ
くすることが出来る。ところで、複素ＢＰＦ６によって、図３に示す如き受信希望チャネ
ルＣＨ１に隣接するチャネルＣＨ２からの妨害を確実に抑える為には、フィルタの通過阻
止領域での減衰量を大きくする、つまり減衰傾度を急峻にする必要がある。この際、減衰
傾度を急峻にする為にはフィルタの次数を増やせば良いが、複素ＢＰＦ６では、図２に示
すようにフィルタ１段あたり、２つの単位フィルタモジュール（例えば６１及び６２）が
必要となるので、フィルタ次数の増加に伴う回路規模の増大分が大となる。例えば、図３
に示すフィルタ特性Ｇ３を複素ＢＰＦ６だけで実現するには、図２に示す如き３段分の複
素型フィルタＦ１～Ｆ３の後段に、更に２段分の複素型フィルタを追加する必要がある。
よって、追加した２段分の複素型フィルタを構成する、少なくとも４つの単位フィルタモ
ジュール（４つのオペアンプＡＰと、各オペアンプＡＰに接続される抵抗及びコンデンサ
とを含む）の分、回路規模が増大することになる。
【００３１】
　そこで、このような回路規模の増大分を抑制させるべく、本発明においては、複素ＢＰ
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Ｆ６の後段に、図３に示す如く受信希望チャネルＣＨ１に隣接するチャネルＣＨ２（又は
ＣＨ３）の中心周波数ｆｃ２（又はｆｃ３）で減衰量が最大となるフィルタ特性Ｇ２を有
する実フィルタ７を接続するようにしている。これにより、複素ＢＰＦ６の次数を増すこ
となく、所望のフィルタ特性、つまり、複素ＢＰＦ６におけるフィルタ特性Ｇ１の高域側
減衰域ＣＡ３での減衰傾度を急峻化したフィルタ特性Ｇ３を得ることが可能となる。この
際、ノッチフィルタとしての実フィルタ７は、図４に示すように、３つのオペアンプ（Ａ
Ｐ、ＡＰ１、ＡＰ２）、及びこれらオペアンプの各々に接続される素子（抵抗、コンデン
サ）から構成されている。よって、複素ＢＰＦ６のフィルタ次数を増やした場合よりも、
複素ＢＰＦ６の後段に実フィルタ７を接続した構成の方が、回路規模の増大分が少なくな
る。
【００３２】
　また、中間周波フィルタを複素ＢＰＦ６及び実フィルタ７で構成したので、通過帯域Ｃ
Ａ２ではベッセル型の複素ＢＰＦ６によって群遅延偏差を小さくすることが可能となり、
高域側減衰域ＣＡ３では実フィルタ７によって減衰傾度の急峻化が図られるようになる。
このような中間周波フィルタ（６、７）によれば、通過帯域での周波数特性と、減衰域で
の減衰傾度とを別個に設定することができる為、通過帯域を広く且つ群遅延偏差を小さく
すると共に、減衰域での減衰量を大きくすることが容易となる。
【００３３】
　従って、本発明によれば、小規模な回路構成によって、群遅延偏差が小さく且つ急峻な
減衰傾度を有する中間周波フィルタを実現することが可能となる。
【００３４】
　尚、上記実施例では、実フィルタ７としてノッチフィルタを用いているが、このノッチ
フィルタに代えてローパスフィルタを採用しても良い。
【００３５】
　図５は、実フィルタ７をローパスフィルタで構成した場合における実フィルタ７の内部
構成の一例を示す回路図である。
【００３６】
　尚、図５に示す構成は、図４に示されるノッチフィルタから、抵抗７０７～７１０及び
単位フィルタモジュール７３を省いたものであり、他の回路構成は図４に示されるものと
同一である。ただし、図５に示す構成では、単位フィルタモジュール７２のオペアンプＡ
Ｐ１の非反転出力端子から中間周波信号ＪPを送出すると共に、このオペアンプＡＰ１の
反転出力端子から中間周波信号及びＪNを送出する。
【００３７】
　ローパスフィルタとしての実フィルタ７は、図６に示すように、受信希望チャネルＣＨ
１に隣接するチャネルＣＨ２の中心周波数ｆｃ２で所定の減衰量Ｖ（例えば、１０ｄＢ）
となるフィルタ特性Ｇ２１を有する。すなわち、ローパスフィルタとしての実フィルタ７
は、カットオフ周波数が複素ＢＰＦ６の減衰域内にあるフィルタ特性Ｇ２１を有する。尚
、実フィルタ７は、受信希望チャネルＣＨ１に隣接するチャネルＣＨ２の高域側に隣接す
るチャネルＣＨ３の中心周波数ｆｃ３で所定の減衰量Ｖとなるフィルタ特性を有するもの
であっても良い。従って、複素ＢＰＦ６及び実フィルタ７からなる中間周波フィルタは、
複素ＢＰＦ６のフィルタ特性Ｇ１と実フィルタ７のフィルタ特性Ｇ２１とを合成させた、
図６に示す如きフィルタ特性Ｇ３にて、ミキサ（３，４）から供給された中間周波信号（
ＩP,ＩN,ＱP,ＱN）に対してフィルタリングを行うことになる。この際、図６に示すよう
に、フィルタ特性Ｇ３における低域側減衰域ＣＡ１及び通過域ＣＡ２での特性は、複素Ｂ
ＰＦ６によるフィルタ特性Ｇ１の低域側減衰域ＣＡ１及び通過域ＣＡ２での特性と等しい
。しかしながら、実フィルタ７を設けたことにより、フィルタ特性Ｇ３の高域側減衰域Ｃ
Ａ３では、図６に示す如くフィルタ特性Ｇ１の高域側減衰域ＣＡ３よりも急峻な減衰傾度
となる。これにより、受信希望チャネルＣＨ１の高域側に隣接するチャネルＣＨ２からの
妨害を確実に除去することが可能となる。この際、ローパスフィルタとしての実フィルタ
７は、図５に示すように、２つのオペアンプ（ＡＰ、ＡＰ１）、及びこれらオペアンプの
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各々に接続される素子（抵抗、コンデンサ）から構成されている。
【００３８】
　よって、実フィルタ７として図５に示す如きローパスフィルタを採用した場合には、図
４に示す如きノッチフィルタを採用した場合に比して回路規模を縮小化することが可能と
なる。
【００３９】
　また、実フィルタ７としては、ノッチフィルタ又はローパスフィルタに代えてバンドパ
スフィルタを採用しても良い。
【００４０】
　図７は、実フィルタ７をバンドパスフィルタで構成した場合における実フィルタ７の内
部構成の他の一例を示す回路図である。
【００４１】
　尚、図７に示す構成は、図５に示されるローパスフィルタの回路を流用したものである
。ただし、実フィルタ７をバンドパスフィルタとする場合には、図７に示すように、単位
フィルタモジュール７１のオペアンプＡＰの非反転出力端子から中間周波信号ＪPを送出
すると共に、このオペアンプＡＰの反転出力端子から中間周波信号及びＪNを送出する。
【００４２】
　上記したバンドパスフィルタとしての実フィルタ７は、図８に示すように、受信希望チ
ャネルＣＨ１の中心周波数ｆｃ１よりも低域側に周波数ｄｆ分だけずれた周波数を中心と
した帯域ＷＴの信号成分を通過させるべきフィルタ特性Ｇ２２を有する。従って、複素Ｂ
ＰＦ６及び実フィルタ７からなる中間周波フィルタは、複素ＢＰＦ６のフィルタ特性Ｇ１
と実フィルタ７のフィルタ特性Ｇ２２とを合成させた、図８に示す如きフィルタ特性Ｇ３
にて、ミキサ（３，４）から供給された中間周波信号（ＩP,ＩN,ＱP,ＱN）に対してフィ
ルタリングを行うことになる。この際、図８に示すように、フィルタ特性Ｇ３における低
域側減衰域ＣＡ１及び通過域ＣＡ２での特性は、複素ＢＰＦ６によるフィルタ特性Ｇ１の
低域側減衰域ＣＡ１及び通過域ＣＡ２での特性と等しい。しかしながら、実フィルタ７を
設けたことにより、フィルタ特性Ｇ３の高域側減衰域ＣＡ３では、図８に示す如くフィル
タ特性Ｇ１の高域側減衰域ＣＡ３よりも急峻な減衰傾度となる。これにより、受信希望チ
ャネルＣＨ１の高域側に隣接するチャネルＣＨ２からの妨害を確実に除去することが可能
となる。この際、バンドパスフィルタとしての実フィルタ７は、図７に示すように、２つ
のオペアンプ（ＡＰ、ＡＰ１）、及びこれらオペアンプの各々に接続される素子（抵抗、
コンデンサ）から構成されている。
【００４３】
　よって、実フィルタ７として図７に示す如きバンドパスフィルタを採用した場合にも、
図４に示す如きノッチフィルタを採用した場合に比して回路を小規模化することが可能と
なる。また、実フィルタ７としてバンドパスフィルタを採用した場合には、中間周波フィ
ルタとしての低域側減衰域ＣＡ１の減衰傾度は複素ＢＰＦ６によって設定され、高域側減
衰域ＣＡ３の減衰傾度は実フィルタ７によって設定される。よって、高域側と低域側の減
衰傾度を個別に設定することができるので、容易に、各種の変調方式や通信速度に対応し
た通過帯域及び減衰傾度を有する中間周波フィルタを得ることが可能となる。
【００４４】
　尚、上記実施例の中間周波フィルタでは、受信希望チャネルＣＨ１よりも高域側に隣接
するチャネルからの妨害波を重点的に除去すべく、実フィルタ７を用いて、高域側減衰域
ＣＡ３の減衰傾度を急峻化するようにしている。しかしながら、受信希望チャネルＣＨ１
よりも低域側にチャネルが存在する場合には、このチャネルからの妨害波を重点的に除去
すべく、実フィルタ７を用いて低域側減衰域ＣＡ１の減衰傾度を急峻化させることも可能
である。
【００４５】
　例えば、実フィルタ７を、図９に示す如く受信希望チャネルＣＨ１の低域側に隣接する
チャネルＣＨ０の中心周波数ｆｃ０で減衰量が最大となるフィルタ特性Ｇ２３にて、前段
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の複素ＢＰＦ６から供給された中間周波信号（ＢP，ＢN）に対してフィルタリングを行う
ノッチフィルタとする。これにより、従って、複素ＢＰＦ６及び実フィルタ７からなる中
間周波フィルタは、複素ＢＰＦ６のフィルタ特性Ｇ１と実フィルタ７のフィルタ特性Ｇ２
３とを合成させた、図９に示す如きフィルタ特性Ｇ３１にて、ミキサ（３，４）から供給
された中間周波信号（ＩP,ＩN,ＱP,ＱN）に対してフィルタリングを行うことになる。こ
の際、図９に示すように、フィルタ特性Ｇ３１における通過域ＣＡ２及び高域側減衰域Ｃ
Ａ３での特性は、複素ＢＰＦ６によるフィルタ特性Ｇ１の通過域ＣＡ２及び高域側減衰域
ＣＡ３での特性と等しい。しかしながら、実フィルタ７を設けたことにより、フィルタ特
性Ｇ３１の低域側減衰域ＣＡ１では、図９に示す如くフィルタ特性Ｇ１の低域側減衰域Ｃ
Ａ１での減衰傾度よりも急峻な減衰傾度となる。これにより、受信希望チャネルＣＨ１の
低域側に隣接するチャネルＣＨ０からの妨害を確実に除去することが可能となる。
【００４６】
　また、例えば実フィルタ７を、図１０に示す如き、受信希望チャネルＣＨ１の低域側に
隣接するチャネルＣＨ０の中心周波数ｆｃ０で所定の減衰量となるフィルタ特性Ｇ２４を
有するハイパスフィルタとする。すなわち、ハイパスフィルタとしての実フィルタ７は、
そのカットオフ周波数が複素ＢＰＦ６の減衰域内にあるフィルタ特性Ｇ２４を有する。こ
れにより、複素ＢＰＦ６及び実フィルタ７からなる中間周波フィルタは、複素ＢＰＦ６の
フィルタ特性Ｇ１と実フィルタ７のフィルタ特性Ｇ２４とを合成させた、図１０に示す如
きフィルタ特性Ｇ３１にて、ミキサ（３，４）から供給された中間周波信号（ＩP,ＩN,Ｑ

P,ＱN）に対してフィルタリングを行うことになる。この際、図１０に示すように、フィ
ルタ特性Ｇ３１における通過域ＣＡ２及び高域側減衰域ＣＡ３での特性は、複素ＢＰＦ６
によるフィルタ特性Ｇ１の通過域ＣＡ２及び高域側減衰域ＣＡ３での特性と等しい。しか
しながら、実フィルタ７を設けたことにより、フィルタ特性Ｇ３１の低域側減衰域ＣＡ１
では、図１０に示す如くフィルタ特性Ｇ１の低域側減衰域ＣＡ１での減衰傾度よりも急峻
な減衰傾度となる。これにより、受信希望チャネルＣＨ１の低域側に隣接するチャネルＣ
Ｈ０からの妨害を確実に除去することが可能となる。
【００４７】
　また、例えば実フィルタ７を、図１１に示す如き、受信希望チャネルＣＨ１の中心周波
数ｆｃ１よりも高域側に周波数ｄｆ分だけずれた周波数を中心とした帯域ＷＴの信号成分
を通過させるべきフィルタ特性Ｇ２５を有するバンドパスフィルタとする。これにより、
複素ＢＰＦ６及び実フィルタ７からなる中間周波フィルタは、複素ＢＰＦ６のフィルタ特
性Ｇ１と実フィルタ７のフィルタ特性Ｇ２５とを合成させた、図１１に示す如きフィルタ
特性Ｇ３１にて、ミキサ（３，４）から供給された中間周波信号（ＩP,ＩN,ＱP,ＱN）に
対してフィルタリングを行うことになる。この際、図１１に示すように、フィルタ特性Ｇ
３１の通過域ＣＡ２及び高域側減衰域ＣＡ３での特性は、複素ＢＰＦ６による通過域ＣＡ
２及び高域側減衰域ＣＡ３での特性と等しい。しかしながら、実フィルタ７を設けたこと
により、フィルタ特性Ｇ３１の低域側減衰域ＣＡ１では、図１１に示す如くフィルタ特性
Ｇ１の低域側減衰域ＣＡ１よりも急峻な減衰傾度となる。これにより、受信希望チャネル
ＣＨ１の低域側に隣接するチャネルＣＨ０からの妨害を確実に除去することが可能となる
。
【００４８】
　尚、上記実施例では、オペアンプ（ＡＰ,ＡＰ１,ＡＰ２）として差動出力型を採用して
いるが、複素ＢＰＦ６及び実フィルタ７の内の一方、或いは双方で用いられるオペアンプ
をシングルエンド型に変更しても良い。また、複素ＢＰＦ６及び実フィルタ７としては、
Ｇｍ－Ｃフィルタ又はＯＴＡ－Ｃフィルタ、或いは抵抗、コンデンサ及びインダクタによ
るパッシブフィルタ、又はポリフェーズフィルタを採用しても良い。
【００４９】
　又、複素ＢＰＦ６としては、ベッセル型以外の例えばバタワース特性、チェビシェフ特
性、連立チェビシェフ特性、或いはエリピティック（楕円）特性を有するものであっても
良い。
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【００５０】
　又、実フィルタ７としては、バタワース特性、チェビシェフ特性、連立チェビシェフ特
性、エリピティック（楕円）特性を有するものであっても良い。
【００５１】
　又、各オペアンプ（ＡＰ,ＡＰ１,ＡＰ２）には、必要に応じて、コモンモードフィード
バック回路、バイアス回路、フィルタ周波数調整に必要なトリミング回路、或いはチュー
ニング回路を追加で接続するようにしても良い。
【００５２】
　要するに、本発明に係るフィルタ回路は、以下の如き第１フィルタ（６）及び第２フィ
ルタ（７）により、夫々周波数帯域が異なる複数のチャネル各々に対応した信号成分が含
まれている周波数信号（ＩP，ＩN，ＱP，N）から、所望のチャネルに対応した信号成分を
抽出するものである。つまり、第１フィルタ（６）は、所望のチャネル（ＣＨ１）の周波
数帯域を通過域に含むバンドパス特性にて周波数信号（ＩP，ＩN，ＱP，N）に対してフィ
ルタリングを行って通過周波数信号（ＢP，ＢN）を得る。そして、第２フィルタ（７）が
、かかる通過周波数信号（ＢP，ＢN）に対して、所望のチャネルに隣接するチャネルの周
波数帯域を減衰域（ＣＡ１，ＣＡ２）に含むフィルタ特性にてフィルタリングを行って所
望のチャネルに対応した信号成分を出力（ＪP，ＪN）するのである。すなわち、本発明に
おいては、第１フィルタ（６）の後段に上記した第２フィルタ（７）を設けることにより
、回路規模の増大分を抑えて、第１フィルタ（６）におけるバンドパス特性の減衰域（Ｃ
Ａ１、ＣＡ３）での減衰傾度の急峻化を図るのである。
【符号の説明】
【００５３】
３、４　　　　　ミキサ
５　　　　　　　局部発振器
６　　　　　　　複素ＢＰＦ
７　　　　　　　実フィルタ
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